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はじめに
　2006 年 12 月 6日夜、TV朝日の報道番組「報道ステーション」において 1本のニュー
スが伝えられた。トピックは、12月 5日（現地時間）にセルビアの首都ベオグラードで
行われたバスケットボールの国際試合。しかしアナウンサーが読み上げたのは、試合の結
果ではない。それどころか試合前にサポーター同士の大乱闘が起こり、試合が開催不可能
になった、というものである。セルビア対ギリシャの代表戦との解説に合わせて、乱闘の
映像が大写しになる。怒号と発煙筒が飛びかう会場で、両国のサポーターは殴り合いなが
らコートに雪崩れこむ。これを見た同番組のコメンテータは一言。「歴史に根ざした怨念
があるのかもしれませんね・・・」。
　上記の発言は、かの地域に対し日本に暮らす人々が一般的に抱いているイメージを示す
好例である。旧ユーゴスラヴィア地域、またそれと同一視される傾向にあるバルカン半島
は、「根深い民族的憎悪」や「民族の対立」などの言葉とともに語られることが多い。そして、
こうした紋切り型の表現が横行しているのは、日本に限ったことではない。世界的に権威
のあるマス・メディアも同様に、歴史的に民族間の暴力が繰り返されてきた土地、として
旧ユーゴ構成国を伝える。Lexis-Nexis のようなデータベースを使えば、旧ユーゴ地域に
ついての報道に “savage”“cruel”“madness” といった表現が多用されてきたことは明らかで
ある。この傾向は 90年代初頭から現在に至るまで続いているが、その要因として当時の
メディア・イベントというべきものとの関連が読み取れる。
　ユーゴ紛争時にメディアが果たした役割についてはメディア研究者やジャーナリストら
が考察が加えている。近年の研究で注目すべきは、当時の国際報道の一部に正当性を疑う
ような点が明らかになってきた点だ。いくつかの報告は、欧米の大手メディア通して大々
的に報じられた事件においても、誤報や意図的に構成された画像が存在したことを主張す
る
1
。むろんそれらはかの地における戦時の暴力全てを否定するものではない。しかし問題
視されている報道は紛争当事、世界的に議論を巻き起こし国際社会の介入を招く契機とな
るほどの影響力を持っていた。その重要性を考慮すれば、今あらためて検討を加える余地
があるだろう。本稿では「今日の国際社会においてユーゴ紛争がどのように認識されてい
るか」という問いをもとに、特定のイメージが定着した背景を探る。ユーゴ紛争の事例を
通して、現代の戦争においてマス・メディアが人々の知覚に及ぼす影響力を批判的に考察
しようと試みるものである。
1　コソヴォ紛争時の報道については以下の文献に詳しい。ノーム・チョムスキー『アメリカの「人道的」軍事主義：
コソボの教訓』（益岡賢、大野裕、ステファニー・クープ訳）現代企画室、2002。アンヌ・モレリ『戦争プロパガンダ
10の法則』草思社、2002。ボスニア紛争時の主要な事件と国際報道の問題点については、高木徹『ドキュメント　戦
争広告代理店：情報操作とボスニア紛争』講談社、2002。
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１．ユーゴ紛争と国際報道
　90 年代以降、旧ユーゴスラヴィア連邦の領域内ではいくつもの紛争が繰り返されてき
た。各共和国が連邦から独立するのに伴い、スロベニア紛争（1991）、クロアチア紛争
（1991）とボスニア紛争（1992-95）が、またセルビア共和国内のコソヴォ自治州をめぐ
りコソヴォ紛争（1998-99）が、そして独立後のマケドニア共和国内ではマケドニア紛争
（2001）が勃発した。2003 年にはセルビア・モンテネグロ共和国
2
の成立によって連邦そ
のものが消滅するに至った。この間に起きた武力衝突とNATOによる空爆は多数の死傷者、
難民・国内避難民を生んだ。
　これら一連のユーゴ紛争はマス・メディアを通じて全世界的に報じられ、90 年代を代
表するメディア・イベントとなった。特にボスニア紛争の際に発覚した組織的暴力・レイ
プの存在は、欧米のマス・メディアによって「民族浄化」の名のもとにセンセーショナル
に伝えられた。ユーゴ紛争をめぐる国際報道は、旧ユーゴ地域のイメージ形成に重要な影
響を及ぼした。一部の研究者は当時の報道の中でも欧米の主流メディアが発信したニュー
スに注目し、批判的な考察を加えている。読売新聞記者の波津博明は「米英メディアは旧
ユーゴ紛争をどう伝えたか」（『ナショナリズムから共生の政治文化へ』
3
所収。）においてボ
スニア紛争とコソヴォ紛争の際にアメリカとイギリスの主流紙が行った報道を概観し、一
貫した反セルビア姿勢にプロパガンダとしての性質を見出している。また波津は国際報道
が NATO によるセルビア空爆という軍事行動を正当化する役割を果たしていると指摘す
る。一方ティム・アレンやジャン・シートンなどの社会学者は ’The Media of Conflict

’ と
題した論文集で、国際報道の次元において戦争がどのように表象されるか、またメディア
が「民族的暴力」と呼ぶ現象の実情について検証している。この論文集は 90年代前半の
ユーゴを扱っているがそれ以外にもルワンダ、ジンバブエなど様々な地域から集めたケー
ス・スタディーを有する。彼らは各事例の比較検討を通じ、メディアが戦争の民族的要素
を強調し「民族紛争」という見解を一般的に広めていること、またそれをニュースの消費
者である受け手の多くが問題視しないことに問題性を見出している。
　ユーゴ紛争は時期と戦地を異にする複数の紛争から成る。いずれも旧ユーゴスラヴィア
連邦の構成国において発生したという共通点はあるものの、当事者である人々のエスニシ
ティーや紛争へ至る社会的背景は個々の紛争ごとに様々である。しかし当時の国際報道に
は、それらの複雑な事情が反映されていたとは言えない。ユーゴ紛争を伝える際、各メディ
アは短絡的な帰結に陥りがちであった。新聞・雑誌といった活字メディアは現地情勢解説
の特集を組んだが、しばしば現地の歴史や民族集団どうしの関係を簡略化して報じた。ま
たＴＶ各局は、爆撃の中継や難民の証言などを伝えるために放送時間の多くを費やした。
それらの映像は視聴者の視覚に訴え関心をよんだが、相対的に情報量が減るという問題を
抱えていた。その結果、報道内容は戦況の推移や暴力行為の被害に集中し「それらの出来
事がなぜ発生したのか」という問いを追究する報道は少数であった。一方、紛争の背景を
2　2006 年、国民投票を経てセルビア共和国とモンテネグロ共和国に分離。
3　佐原徹哉編『ナショナリズムから共生の政治文化へ；ユーゴ内戦 10年の経験から』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道大学スラブ研究センター、2002。
　TimAllenandJeanSeatoned.,The Media of Conflict: War Reporting and Representations of Ethnic Violence,ZedBooks,1999.
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探る報道においては本質論的な語りが散見される。基本的な傾向として、一連のユーゴ紛
争を一括して「民族紛争」と見なし、紛争の発生要因に「バルカンの地域性」を挙げる論
調が優勢であった。また特定の民族集団の残虐性を唱える言説も伝えられた。ボスニア紛
争とコソヴォ紛争の際、欧米のマス・メディアは特にセルビア人による他民族への非人道
的行為を盛んに報じた。セルビア人以外の民族集団による残虐行為やセルビア人被害者の
証言がニュースに取り上げられにくいという不均衡が生じていたことは、後の研究の指摘
するところである
5
。しかし紛争当時の文脈において「迫害に遭っている人々を救わねばな
らない」という世論は全世界的な広がりを見せ、欧米諸国の紛争介入
6
を後押しするほどの
影響力を持っていた。
２．紛争観の醸成	
〇バルカン・イメージとユーゴ紛争
　こうした見方が欧米の主流メディアを中心に報道され、それらが各地域のメディアを通
じて間接的に伝えられることでユーゴ紛争観はグローバルに伝播した。その後の国際報道
は 9.11 を機に「対テロ戦争」に席巻され、現在に至っては、旧ユーゴ地域についての報
道を目にする機会は稀である。しかし物理的次元における戦いが終焉を迎えても、イメー
ジは生き続ける。紛争以後、旧ユーゴ地域の社会は目まぐるしい変化を迎えているがそれ
らの様々な側面がメディアによって扱われることは少ない。一度定着した思考の枠組みは
なかなか刷新されず、旧ユーゴ地域の外側で暮らす者は「紛争」「民族対立」といったキー
ワードから同地を想像する。
　国際報道において、ユーゴ紛争はある一定のイメージに沿って伝えられる傾向にある。
それはバルカン地域を民族対立による殺し合いが繰り返されてきた歴史的空間と見なし、
ユーゴ紛争を ｢バルカンらしさ｣ の代表例として理解するものだ。バルカン・イメージと
ユーゴ紛争観との関連を “Balkanize”（バルカン化する）という用語の使われ方に見るこ
とができる。バルカン化という言葉は、フランスのエコノミスト、イブ＝マリ・ローラン
の著書で 1991 年 6月に出版された ’La planète balkanisèe

’ と 1993 年出版の改訂版
8
におい
て効果的に用いられている。ローランは東西冷戦時代の国際秩序が崩壊し、政治的意思決
定を行う主体が複数化した状態をバルカンになぞらえた。彼女の言うバルカン化とは、こ
の状態が地球規模で拡大する現象を指す。初版の執筆段階ではユーゴ連邦の解体も一連の
紛争も起きてはおらず、ローランはもともと「各自の文化・歴史・宗教を持つ民族がごっ
たがえし、それらに何も共通するものがない地域」という意味でバルカンを想起していた。
以後この用語はユーゴ紛争をきっかけに 90年代を通じて定着し、現在では国際関係の理
論から IT 産業まで、幅広い分野で見られるようになった。今日では「インターネットの
5　DavidBruceMacDonald,Balkan Holocausts?; Serbian and Croatian Victim-centred Propaganda and the War in Yugoslavia,
ManchesterUniversityPress,2002.岩田昌征『社会主義崩壊から多民族戦争へ』御茶の水書房、2003。
6　最上敏樹『人道的介入―正義の武力行使はあるか―』岩波新書、2001。
　Yve-MarieLaulanLa planète balkanisèe,Hachette,1991.
8　日本語版が出版されている。イブ＝マリ・ローラン（篠原成子訳）『バルカン化する世界：新世界無秩序の時代』日
本経済新聞社、199。
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バルカン化」ということが盛んに議論されている
9
。
　90 年代を通じて形成されたユーゴ紛争観は、バルカン化という語の意味に変化をもた
らした。ローランが提唱したバルカン化は、当初「細分化された国家による単独行動」と
換言できる性質のものであった。しかし今日の使われ方を見ると、「コミュニティ間の反目」
という意味合いがより強調されているのを認めることができる。例えば最近では欧米諸国
の政治家やジャーナリストによって「イラクのバルカン化」が叫ばれている
10
。これはイラ
ク戦争後、各勢力間の戦闘や市民を対象としたテロ行為、米軍に対する攻撃が続き、泥沼
化した現地情勢を指しているようだ。その他の地域においても「民族紛争」と呼ばれるよ
うな紛争に対しては、「バルカン化」という用語がしばしば当てられる。それらの事例に
対する現状分析には「文明の衝突」論や民族、宗派の対立に紛争の原因を求める傾向があ
り、ユーゴ紛争に対する一般的な見解との類似性が感じられる。
〇バルカン・イメージの起源
　前述のように、バルカンに対するイメージとユーゴ紛争観との間には結びつきが認めら
れる。一連のユーゴ紛争は、「バルカンの混沌」というイメージを基礎に「民族間の対立」
を拡大視する中で理解される。ではそもそも、バルカンからそれらのイメージを想起する
見方はいつ頃定着したのだろうか。歴史を振り返ったとき、一つの答えを東方問題をめぐ
る議論に見出すことができる。東方問題とは、ギリシャ独立戦争期にイギリスの外交用語
として用いられるようになった言葉である。19 世紀前半から 20 世紀にかけてヨーロッ
パ諸国が「東方」に進出を試みた際に生じた、国際政治上の諸問題を指す
11
。この場合の「東
方」とは主に反乱が散発する末期のオスマン帝国であったが、バルカン半島は重要な舞台
となった。当時バルカン地域はオスマン帝国の統治下にあったが、帝国の衰退に伴い各地
で反乱が散発するようになる。ヨーロッパ諸国の新聞は、それらの反乱と帝国による鎮圧
について詳細に伝えた。例えば 186 年  月にはブルガリアで複数の地域による一斉蜂
起が組織されたが（四月蜂起）まもなくオスマン・トルコの非正規軍により鎮圧された。ヨー
ロッパの各紙は帝国側による報復の凄まじさを書きたてた
12
。こうした報道を受けて「これ
9　インターネットの利用環境が国単位で再構築される現象。「グローバルなインターネット」という概念の阻害要素と
して理解される。その例としては、国外ネットワークへのアクセスが減少しつつある状況や、特定の国家がポルノグラ
フィ規制を目的に国家規模のフィルターを計画すること、ブロードバンドとナロードバンドの混在による国際接続障害
などが挙げられる。
10　HaroldMeyerson,‘AllOverthePlace’,Washingtonpost,October.25,2006,p.A17.
11　日本イスラム協会ほか編『新イスラム事典』平凡社、2002、p.336。
12　Ｒ・Ｊ・クランプトン（高田有現・久原寛子訳）『ブルガリアの歴史』創土社、200、p.112-11。またドストエ
フスキーは絶筆『カラマーゾフの兄弟』において、登場人物の口を借りてブルガリア四月蜂起に言及している。次兄ア
リョーシャ・フョードロヴィッチは人間の悪行についての会話の中で、つい最近モスクワであるブルガリア人から聞い
た話として以下のように述べている。当時のロシアにおける「ムスリムの残虐性」についての議論の高まりようを想起
させる箇所である。「あそこでは、つまりブルガリヤではトルコ人やチェルケス人が、スラヴ人の蜂起を恐れて、いた
るところで悪虐の限りをつくしているんだそうだ―家は焼く、人は斬り殺す、女子供には暴行を加える、捕らえられた
男たちは耳を塀に釘づけにされたまま朝までほったらかされて、朝になると絞首刑にされる等等というわけで、どれも
これも想像も及ばないくらいなんだ。（中略）ところがこのトルコ人ってやつは子供を苦しめることに官能的な喜びを
感じているんだからな。短刀でもって母親の胎内から胎児をえぐり出すなんてのは初歩のほうで、ひどいのになると、
母親の目の前で乳幼児を空中へ放り上げて、それを銃剣の先で受け止めてみせるというんだ。母親の見ている前でそれ
をやってのけるというのが、主としてやつらの快感をくすぐるわけなんだね（以下略）」。ドストエフスキ （ー小沼文彦訳）
『ドストエフスキー全集 10巻　カラマーゾフの兄弟 1』筑摩書房、1963、p.265。
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以上の残虐行為を阻止するために行動を起こすべき」という声が高まり、実力行使を視野
に入れた議論がなされた
13
。こうしてオスマン帝国内の地域紛争は、イギリスやロシアといっ
た国々を中心に国際問題として検討されるようになったが、領土的関心がその主な動機で
あったことは容易に想像できる。ギリシャ独立戦争や露土戦争などオスマン帝国とヨー
ロッパ諸国との間で戦いがもたれる度に、オスマン帝国の領土は分割されていった。
　国際政治上の関心は、バルカンに対する学際領域からの検討を促進した。萩原直はジョ
ルジュ・カステランの著作『バルカン世界』の日本語版解説に寄せてバルカン研究史を追っ
ている。彼によればバルカン研究は 19世紀のヨーロッパ列強諸国において盛んに行われ
るようになり、人文科学また社会科学の領域を主な対象としていた。それらの研究はあく
までヨーロッパ社会の価値観を起点とするものであり、一定のイメージによってバルカン
が語られる傾向にあったようだ。背景の類似性から察するに、おそらくサイードの言う「オ
リエンタリズム」と根を同じくするものであろう
1
。萩原はバルカンに対する西欧の研究者
のまなざしについて、次のように述べている。
バルカンの通史を読むときに、例外なくお目にかかるのはつぎのようなステレオタイ
プ化された表現である。（ビザンツ的オスマン的専制政治の刻印から逃れられないで
いる）遅れたバルカン、市民社会を生み出せないでいる遅れたバルカン、それは水平
的に捉えれば、民主主義・議会主義的伝統の欠如、個人主義的・自由主義的伝統の欠
如、市民階級の欠如、あるいは狂信的・攻撃的・排外主義的なナショナリズム等々
15
。
ヨーロッパ的キリスト教的価値観を基点に、バルカンはあくまでも発展途上の地域として
とらえられる。同地の歴史は「異民族により蹂躙されてきた土地」としての悲劇性に終始
し、同じく政治経済上の諸問題は「ヨーロッパ型の社会へ近づくために何が必要か」とい
う観点で論じられる。こうした思考の枠組みは、欧米メディアの報道に見るユーゴ紛争の
描写にも通じるものである。戦地の暴力、国家の解体を異質で理解し難い出来事として伝
え受容する一方、それらを自己の社会に潜む「残虐性」と結び付けて内省することはない。
マリア・トドロヴァはユーゴ紛争が「バルカンの亡霊」、「根深いバルカンの怨恨」、「根本
的なバルカンの文化パターン」、「よく知られたバルカンの混迷」といった言葉で解釈され
ることの問題点を指摘する
16
。西側社会が自身に対して保有しているのと同様、理性ある基
準で一連のユーゴ紛争を考えるべき、とするトドロヴァの主張は先鋭である。ユーゴ紛争
は伝統的に受容されてきたバルカン・イメージを伴って理解されがちであるが、その際に
重要な視点を欠いているのではないか。メディアがなかなか取り上げない紛争発生の背景
を次項で探る。
13　クランプトン、前掲書、p.11。
1　エドワード・サイード（浅井信雄ほか訳）『イスラム報道』みすず書房、2003、p.50-51。
15　ジョルジュ・カステラン『バルカン世界　火薬庫か平和地帯か』彩流社、2000、p.305-306。
16　MariaTodorova,Balkan Identities; Nation and Memory,NewYorkUniversityPress,200,p.8.
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３．ユーゴ崩壊の文脈
〇経済上の分権
　第二次大戦時、ユーゴスラヴィア王国（第一のユーゴ：1918 ～ 191）の領土は枢軸
国により分割された。クロアチア（ボスニア・ヘルツェゴビナを併せる）にはドイツの、
アルバニア（その後のコソヴォとマケドニアの一部を含む）にはイタリアの傀儡政権が成
立した。それら占領軍に対して、ユーゴ、また隣接するアルバニアとギリシャにおいては
各地で抵抗運動が繰りひろげられた。柴宣弘によればその抵抗運動は二つの勢力―共産党
を中心とするパルチザンと、「チェトニク」のような民族主義者や王政の支持者を中心と
する組織―が担っていた
1
。しかしそれぞれの組織が足並みをそろえて抵抗運動を行ったと
は言えないようだ。戦略や利害関係の衝突により、抵抗組織間でも闘いがもたれたためだ。
またドイツの傀儡政権「クロアチア独立国」ではファシスト集団「ウスタシャ」によりユ
ダヤ人やロマ人、セルビア人に対する人種政策が実施され、その死者数は 10 万人とも
言われる
18
。一方チェトニクはクロアチア人やムスリム人を攻撃した
19
。
　第二次大戦後に行われた選挙では共産党を中心とする勢力が大勝し、ユーゴスラヴィア
連邦人民共和国 ( 第二のユーゴ :196 ～ 2003) の成立が宣言される。ティトー政権は戦
後復興を目指し、当初は他の東欧諸国と同様にスターリン主義モデルを導入。その一方
で近隣諸国との友好関係を強化し各国の共産党に接近した結果、ソ連とユーゴの対立が表
面化した
20
。ソ連が提示したブルガリアとユーゴによる南スラヴ連邦構想を拒否した直後、
198 年にソ連はユーゴ連邦をコミンフォルムから追放する
21
。以後ユーゴは対外的な緊張
関係の中、分権制や非同盟外交に代表される独自の社会主義路線を打ち出していく。
〇ユーゴスラヴィア型社会主義
　ユーゴ社会主義の特徴のうち最たるものは、労働者自主管理制度である。199 年以降、
多くの企業で生産から分配まで全ての権限を有する労働者評議会が設立されていった。一
方、各共和国はそれぞれの産業を持ち工業化に邁進した。また 1965 年には市場メカニズ
ムを全面的に取り入れ、経済分野での自由化・分権化が進められた
22
。各共和国がその地域
内の産業育成を進めた結果、連邦内では共和国間の格差が広がり始めた。スロベニア、ク
ロアチアにおける地場産業の成功は共和国内の人々に高い生活水準をもたらした。それは
ボスニアやマケドニアのような「貧しい」共和国に比べて顕著であった。やがて政府は連
邦内の南北地域格差是正に乗り出した。1965 年には貧しい共和国が豊かな共和国から低
利子で借り入れる制度が定められたが、この再分配システムはスロベニアとクロアチアか
ら強い反対を受けた
23
。
1　柴宣弘『図説バルカンの歴史』河出書房新社、2001、p.128。
18　同上、p.133。
19　1991 年のクロアチア紛争では、セルビアとクロアチアとの間で以上の経緯を反映した憎悪表現が多く見られた。
クロアチア人はセルビア人をチェトニクと呼びまたセルビア人はクロアチア人をウスタシャと呼んで、相手勢力が第二
次大戦時に行った残虐行為を非難し合った。セルビアが第二次大戦時の「クロアチア独立国」におけるヤセノヴァツ強
制収容所の存在を写真や資料を挙げて指摘する一方、クロアチアはチェトニクやパルチザンがクロアチア人に対して
行った残虐行為について書きたてた。柴宣弘『ユーゴスラヴィア現代史』岩波書店、1996、p.86-8。
20　同上、p.113-11。
21　同上、p.11。
22　同上、p.123-12。
23　カステラン、前掲書、p.222。
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　連邦内の生産システムについて興味深いのは、連邦内で共和国間の取引が見られ、それ
があたかも分業のようであることだ。ボスニア、モンテネグロ、マケドニアで産出される
第一次原料を用いてスロベニア、クロアチア、セルビアの工場は商品の生産を行い、製品
の部品を連邦全体に下請けに出していた
2
。生産の主力となる共和国と、原材料の供給・下
請けの受注を中心に行う共和国が存在しており、連邦内に階層化の兆しを見て取ることが
できる。分権化とは言うが、各共和国のスタートラインは必ずしも同じではない。このシ
ステムにのっとって生産が行われる限り、格差は持続していただろう。一方、導入された
市場メカニズムは期待通りに機能せず、国民に社会不安をもたらした。生活水準の低下、
所得格差の拡大、失業率の増加、貿易収支の悪化などは連邦政府に対する不信感を生んだ。
　連邦体制での分権化は経済以外の分野でも次第に進められていった。その背景には外交
問題が安定化した 60年代に各地で散発した民族主義的活動、少数民族の自治を求める運
動の影響があった。ティトー大統領の下、連邦政府は共産主義同盟と連邦人民軍を軸に据
えて中央への統合を図る一方、各共和国と自治州に与える権限を認めていった
25
。憲法修正
に伴い 19 年に制定された新憲法では、共和国だけでなくヴォイヴォディナとコソヴォ
の 2 自治州にも一様に裁判権、警察権、教育権が認められている。この措置は構成国に
各分野での自治を保障し、民族主義的運動や連邦からの独立を唱える少数意見を抑える役
割を持っていた。しかし水面下では様々な経済上の課題が山積しており、一般市民のレベ
ルで不満が広がることは時間の問題であった
26
。80 年代に経済危機が顕在化し、分権制の
矛盾が露呈する。急激なインフレが人々の生活を直撃し、各地でストライキが多発した。
しかし連邦政府は大幅な改革に着手しなかった。経済主権を認める年の新憲法に阻ま
れ、各共和国・自治州の対処を尊重する一方で緩やかな連邦制を保持したためである
2
。
　80 年代に起きた経済危機の要因として、経済学者の岩田昌征は二つの興味深い事例を
挙げている
28
。一つは 80年代前半に連邦政府が社会主義の枠内で試行した市場経済化の不
振、もう一つは 89年から IMF の協力で行った経済改革の失敗である。岩田はこの「ショッ
ク療法」が後のユーゴ解体とそれに伴う紛争に及ぼした影響について、「青年たちの大量
失業など今日の諸民族的悲劇の劇症化がさけられなくなってしまった」と 91年 月の時
点で考察を加える。また同時期に IMF が経済改革を試行したポーランドの例とユーゴの
例とを比較し、2者の社会的差異を無視して一様に強力な改革を試行した「単純な経済工
学的資本主義化の罪」を批判する。岩田が言及するように、上記の経済改革が崩壊前夜の
ユーゴに重大な経済的逆効果をもたらしたことは想像に難くない。高い失業率と経済不振
の下にあって、青年層が民族主義集団の政治キャンペーンに動員されやすいことは、近年
2　カステラン、前掲書、p.222。
25　柴宣弘「つくられる歴史：旧ユーゴスラヴィア諸国」p.209、木村靖二・長沢栄治編『地域の世界史 12　地域への
展望』山川出版社、2003。
26　カステランは 19 年に新憲法が発布された当時の経済状況についてこう指摘する。「当時、この国は近隣の国々
よりもはるかに反映しているかに見えたが、しかしそれはこの国が借款によって実際の資力以上の生活をしていたから
で、貿易赤字はこの借款によって埋め合わされていた。自主管理はその後も労働者の個人的利益および住民のさまざま
な要求と衝突し、小農場主の手に委ねられた農業は計画者の要請に追いつかなかった。さらに困ったことには国が少し
ずつインフレに見舞われ、ティトーが死んだ年には、インフレ率は年三十パーセントにも達していた。その時点で、外
国への債務は一五〇〇万ドル、顕在的失業者は八十万人であった。」前掲書、p.223。
2　柴（2003）、p.210。
28　岩田昌征「ユーゴ自主管理体制：その意義と破産」産経新聞夕刊、1991 年 月 23日。
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大手メディアも伝えるところである
29
。しかし 90年代前半、ユーゴ情勢の国際報道におい
て経済的視点からの分析は少数であり、欧米の大手メディアを中心に「多民族社会におけ
る民族対立」や「歴史上の不和」に基づく見解が圧倒的多数を占めていた。
〇「豊かな」ユーゴ
　1990 年代のユーゴ崩壊へ至る過程では、連邦政府に対して以上に挙げたような様々な
不満が蓄積されていった。欧米メディアの報道に見る「バルカンの狂気」という考え方に
立つならば「民族の悲劇」はずっと以前に表面化していたはずで、連邦体制がこれほど長
期に渡り維持されてきたこと自体が不可能にさえ思われる。国民の不満を抱えながら、そ
れでも連邦が求心力を保てたのはなぜか。市民レベルの統合原理として、国民のユーゴ観
を挙げることができる。東西冷戦時の国際情勢において、政治的・経済的バランスを利用
することで連邦は独自の利益を享受していた。この時期に確立した「豊かな」ユーゴとし
ての国家イメージは、連邦に対する批判を緩和する効果をもたらしたのではないかと考え
る。全盛期のユーゴを知る国民のイメージとして、クロアチアの作家ドゥブラブカ・ウグ
レシィチの記述を挙げる。彼女は旧ユーゴの作家による作品が 1992 年当時の「西側の文
壇」においてルーマニアやブルガリアの作家のそれと共に東欧文学のアンソロジーに詰め
込まれて出版される、という現状に困惑する。そして中欧への羨望を抱く、ある同胞作家
の心中を代弁して次のように回想している。
一九四八年以来、われわれ（つまり、われらユーゴスラヴィア人）は、かれら（つまり、チェ
コ人、ハンガリー人、ポーランド人など・・・）とはまったく違ったものだと信じる
ことに慣れてきたし、その点は日常生活のなかでも実証されていた（われわれはトリ
エステに行くことができ、コーヒーを買うことができたが、かれらは違うのだ。だから、
いまさら一緒にこの傘に駆け込むなんてことがどうしてできただろう（太字訳者）
30
。
彼女の述懐に集約されているのは、「豊かな」ユーゴへのノスタルジアとそれを享受して
いた当事者としての記憶だ。彼らが持ち得た「われわれ」性は大別して二つの要素に裏打
ちされていた。一つは、経済的利益の享受と個人レベルにおけるその実感である。自主管
理の項で述べたように、ユーゴの経済は高い水準で維持されていた。自主管理組織の実績
は虚構を含んでおり、好景気は実際には借款で補填されていたのだが。さらにユーゴ国民
には移動の自由と西側諸国への出稼ぎの機会が提供されていた。第二次大戦後、欧米諸国
はゲストワーカー制度・移民制度により非熟練労働の従事者を確保していたが、190 年
前後には労働力調達に関する国際競争が激化し始めた。各国は移民制度の規制緩和を検討
するようになったが、このときユーゴには移民送出国としての役割が期待された。1968
年にドイツがユーゴとの間に雇用協定を調印し、1960 年代後半以降オーストラリアが
ユーゴスラヴィアからの労働力採用を強化している
31
。連邦にとってこうした法的整備は労
29　ジョシュア・ハマー「憎悪と悲しみの最前線で」『NEWSWEEK』（日本版）、2001 年 月 日、p.20-22。
30　ドゥブラブカ・ウグレシィチ（岩崎稔訳）『バルカン・ブルース』未来社、199、p.65。
31　S. カースルズ、M.J, ミラー（関根政美・関根薫訳）『国際移民の時代』名古屋大学出版会、1996、p.81,113。
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働力の輸出による外貨獲得を増加させる役割を持っていたが、50 年代以降の冷戦体制に
おいて社会主義国でありながら西側へ組織的に労働力を送り出していたユーゴは異色の存
在だった。
　もう一つは、国際社会における自己像である。コミンフォルムからの追放後にユーゴが
選んだ非同盟という外交方針は、ユーゴ独自の社会主義を特徴づける柱の一つであった。
東西冷戦にありながらどちらの陣営にも組みしなかったとされるが、全くの独立路線を歩
んだわけではない。50 年代にはアメリカから経済・軍事援助を受ける一方、スターリン
死去後「雪解け」の時期にはソ連との国交正常化に応じている
32
。またユーゴは非同盟諸国
の盟主として、外交手腕を発揮した。50年代には反植民地・反帝国主義の立場からアジア・
アフリカ諸国に接近し、ティトー大統領は各地を訪れて指導者との議論を通じて連携強化
に務めた。1961年にはベオグラードで第一回非同盟諸国首脳会議の開催に成功している。
こうした外交活動の成果は、連邦内で華々しく報じられた。高い生活水準の下で暮らし、
西側へも移動の自由が約束されていたユーゴ国民。東西冷戦下、その意味でユーゴ国民は
近隣に位置する他の社会主義諸国の人々とは一線を画する権利を保持していた。そうした
優越感は国民をユーゴスラヴィアへ惹きつける際に一定の役割を果たしたと言えよう。
〇改革の到来
　東西冷戦下の事情を反映し、ユーゴは国際政治における一定の価値を獲得していた。第
三世界の盟主として存在感を示し、「人間の顔をした社会主義」の実現を東西の両陣営に
アピールしていた。しかし対外的な評価はあくまで冷戦構造を前提とした相対的なもので
あり、全ては危ういバランスの上に成り立っていた。
1980 年代半ば以降、経済不振を受けてユーゴ近隣諸国に訪れた改革の波は、ユーゴにも
転換期をもたらした。ソ連のゴルバチョフ政権を筆頭にハンガリーやポーランドにおいて
も「民主化」とそれと同義にされる急激な市場経済化が推し進められていった。それらの
効果は芳しくなく、社会主義政権の延命という点では貢献しなかった。経済の後退による
生活条件の悪化に際して各国の市民は社会主義理論に対する信用を失い、それは既存の体
制化で抱いてきた不満をぶつける絶好の機会を与えた。各地で政府への抗議集会が組織さ
れ、クーデタを伴いながら体制転換が達成された。それらは革命的な様相を呈していたと
言える。こうした近隣諸国における改革は、ユーゴ内の共和国にも影響を与え、それはス
ロベニア、クロアチアといった北部の先進経済地域において顕著であった
33
。連邦の共産主
義者同盟はかつての求心力を失い、より「民主的な」国家への要請が強まった。長引く経
済不振により社会不安は増加の一途をたどり、ユーゴの現行体制を問う声となって表れた。
この時点にあっては、「豊かなユーゴ」というイデオロギーもその効力を十分に発揮し得
なかった。また対外的には、東側の社会主義体制が崩壊し「民主化」、経済の市場化を目
指し始めたことで、国際社会におけるユーゴの価値は低下していった。柴宣弘は東欧革命
後のユーゴについて、「東欧諸国のなかで最も「民主的」な国とみなされてきたが、八〇
32　柴宣弘（1996）、p.120-121。
33　スロベニアでは 89年に共産主義同盟以外の政治勢力を新たに創設することが認められた。柴（2001）、p.152。
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年代の民族対立を通じて最も「民主化」が遅れた国となってしまった」と位置づける
3
。
　こうした流れの中、共産主義者同盟による一党体制を不服とする各共和国の要請を受け
て、連邦政府は 90年に共和国ごとの自由選挙を認める方針をとる。その結果、セルビア
とモンテネグロ以外の共和国では民族主義的傾向の強い政党が勝利を収めた
35
。各共和国は
連邦の新たな形態を求めて議論を繰り返した。この時期に出されたモデルとしては、スロ
ベニア、クロアチアの共和国幹部会が EC 加盟をにらんで唱えた「国家連合案」、連邦幹
部会による「連邦再編案」、ボスニア・ヘルツェゴビナとマケドニアが主張した「折衷案」
の 3つがある
36
。これらをもとに連邦としての合意が模索されていたものの、91年 6月に
スロベニアとクロアチアの両議会が独立宣言を採択するに及んだ。その年の 11月にマケ
ドニアが、92年の 3月にはボスニア・ヘルツェゴビナが独立を宣言して連邦の解体は決
定的となった。
　以上に述べたことから、ユーゴ紛争勃発前夜の状況が推察できる。分権政治と経済政策
に代表される内政問題、また冷戦終結を始めとする国際情勢の影響が連邦崩壊の要因とし
て看過できない。しかしそれらは戦争報道において非常に簡略化された形で伝えられるに
過ぎなかった。国際報道において強調される「民族」の存在は、確かに紛争の背景を成す
重要な要素である。しかしながら紛争は様々な要因が複合的に絡み合った結果の産物であ
り、「民族」紛争との一元的な断定は短絡的だと言わざるを得ない。
４．結論
　今日一般的に考えられている旧ユーゴ紛争観とは、紛争の原因を民族間の争いに求める
ものである。しかし前項で述べたように、紛争の背景にはメディアが伝えない様々な要因
が存在する。ユーゴ連邦の事例では、経済不振と冷戦終結が同国の崩壊に多大な影響を及
ぼした。それらの可能性を除外して「民族対立」という要素のみを強調する戦争報道のあ
り方には、疑問を呈せずにはいられない。ユーゴ紛争が「民族紛争」として認識されるこ
と自体、現代の戦争報道が持つ 2つの課題を提示している。
　1つはメディアが発信する情報量の低下である。1991 年に勃発した湾岸戦争は、生中
継で大量のニュース映像を通して伝えられたという点でそれまでの戦争報道とは一線を画
していた。門奈直樹によれば、この戦争においてテレビというメディアは、情報を操作す
る者たちによって生み出された「イメージの鏡」であると位置づけられた
3
。テレビは生中
継の映像を放送することにより、戦地の状況を逐次余すところなく伝えているかのような
印象を視聴者に与えていた。その反面報道の現場では正確さよりも迅速さが問われるよう
になり、信憑性のはっきりしないニュースも慎重な検証を経ずに伝えられることがしばし
ばあった。それ以降、戦争報道においては臨場感や視覚的なわかりやすさの追求が至上命
題とされてきた
38
。この方向性はユーゴ紛争の国際報道においても明らかである。テレビ・
3　柴（1996）、p.152。
35　同上、p.156。
36　同上、p.15-158。
3　門奈直樹『現代の戦争報道』岩波新書、200、p.20。
38　土生修一「紛争報道の現状と課題：事実認定をめぐって」、広島平和科学研究所『人道危機と国際介入』有信堂、
2003、p.155-156。
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メディアは、銃弾が飛び交う街角や難民の列を大写しにした映像を大量に流して戦場の模
様を伝えた。また新聞や雑誌も同様の対象を扱う写真を数多く掲載した。さらに欧米メディ
アはユーゴスラヴィアの歴史的背景や民族集団の事情を極端に単純化して、もしくは一般
の視聴者に理解されないとの理由で省略して解説した
39
。その結果、視聴者は報道を批判的
に検討するに足る情報を得ることができず、メディアによって伝えられたイメージが独り
歩きする傾向にあった。ユーゴ紛争を民族的要素で認識する傾向は、この文脈の中で助長
されたと言える。
　もう 1 つの注目すべき問題は、戦争報道の商品化である。湾岸戦争以降の報道には、
視覚イメージで戦争をとらえる傾向が強くなった。背景の詳解は減り、代わって戦地の「リ
アリティ」をとらえた映像が報道内容の多くを占め始めた。その際に重点的に伝えられた
のはもっぱら、ニュース映像や写真に映る戦闘の凄まじさ、そして犠牲者の身体であった。
メディアを通してのみ戦争を知る者にとって、戦争報道の受容は非日常を体験するための
センセーション消費という側面を持ちうる。こうして配信されるカタストロフが消費者の
購買意欲を刺激すれば、メディアという企業体の経済利益に貢献することになる。
　同様に戦争報道の中では「民族紛争」の語りや戦地の惨状が、視覚イメージの大量かつ
連続的な提示を通して商品化される。ティム・アレンとジャン・シートンは、戦争を扱う
国際報道における民族性の認識についてこのように述べている。「戦争の状況説明は民族
的分類に沿ってなされるが、これは裕福で政治的に安定した国の傍観者たちの無関心を助
長する。彼らから見れば、民族性とは何かエキゾチックでかけ離れたもの、風変わりで野
蛮な人々の持つ何かであり、「私たち」が持つものではない」
0
。ユーゴ紛争は「民族間の対
立」「バルカンの野蛮」「近親憎悪」というキーワードとともに報道された。それらのイメー
ジは欧米社会の一般的な価値規範から大きく逸脱するものだったが、その不可解さゆえに
大規模に報道され、また消費されたのではないか。
　上記 2つの問題を追究する際に忘れてはならないのは、資本とメディアの関係である。
今日のグローバル化時代において、情報やニュースはより商品化され、新聞社や放送局は
ますます市場主義主導のアプローチを取り入れるようになった
1
。また近年のインターネッ
ト・メディアの隆盛は、メディア間の競争激化をもたらした。伝統的な日刊紙が購買部数
の不振にあえぐ一方、市場の要請を受けて報道の現場では様々な改革が進められている。
マイケル・マスィングは 2005 年 12 月 1日付けの NewYorkTimesに”The End of News?”
と題した論稿を発表している
2
。彼によれば近年のアメリカ・メディア産業界においてコス
ト削減を目的とした人員整理、企業買収に伴うメディアの統廃合がこれまで以上に進んで
いる。この現状にあっては、大手日刊紙において加速する在外特派員の廃止が利益対効果
を追求した末の措置だとしても何ら不思議はない。これらは全世界的に報道環境の弱体化
が加速していることを指し示す事例であろう。報道の現場において最も懸念される問題は、
配信する情報に対するチェック機能の低下である。報道内容が誤った情報やアンバランス
39　土生、前掲書、p.156。
0　TimAllenandJeanSeaton,The Media of Conflict: War Reporting and Representations of Ethnic Violence,ZedBooks,1999,p..
1　門奈、前掲書、p.11。
2　MichaelMassing”The End of News?”NewYorkTimes,December1st,2005.
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な視点を含んでいても市場原理の下で正当化されるという事態は避けねばならない。
　現在の報道体制は 2つの勢力に分かれている。1つはアメリカとイギリスの主流メディ
アが独占する圧倒的に強力な「中心」。もう 1つはその他のメディアが形成する相対的「周
縁」である。資本のグローバル化、冷戦崩壊後の新秩序という文脈において、2つの間に
存在する格差はさらに拡大しつつある。この格差構造は新自由主義の拡大
3
という世界的潮
流と相まって、メディアを利用した合意形成を容易にする。一方、報道環境の弱体化は主
流メディアにも言えることであるが、これに伴い特定の国家や市場の要請は報道の現場に
反映されやすくなるであろう。だとすれば、メディアが持つ合意形成という機能は今後さ
らに強化されるのではないか。以上に予想できる体制にあって、メディアを利用しながら
多角的な視野を維持するにはどのような形態の抵抗が可能であろうか。これを今後の研究
課題として、本論を終える。
3　新自由主義の概念は以下の文献に詳しい。小沢弘明「歴史のなかの新自由主義―序論」『歴史評論』No.60 号、
2006、p.31-1。
